
2018/04/01 川崎市宅地審査課 

川崎市開発審査会提案基準第７号の一部改定について(包括同意基準の変更) 

１ 改定の背景  

 市街化調整区域は市街化を抑制すべき区域であることから、市街化調整区域内での建築行為は、都市計画

法施行令第３６条に列記された建築物について限定的に許可できることとされ、その一つに、開発審査会の

議を経たものとあります。そこで、本市では通例的に開発審査会へ提案することができるものを提案基準と

して定め、その一つとして「市街化区域と市街化調整区域の線引き前から宅地として使用されていた土地に

おける建築行為」を定めています。（提案基準第７号） 

この建築許可の包括承認基準等について規定した開発審査会提案基準第７号について、法の趣旨を踏まえ、

許可審査手続きにおける更なる透明性の確保を目的とし、原則として都市計画法の「開発審査会の議を経る

こと」として変更します。

２ 手続き変更の内容 

開発審査会での議を経て許可することとします。ただし、定型的な内容の申請だけは、これまで通り包

括承認として残します。

３ 定型的な内容 

 次の全てに該当すると認められるものとします。

① 宅地性があることが明確に判断できる次のいずれかに該当する許可申請

・本提案基準で建築許可を受けたことのある土地

・(平成 12年の法改正前における)法４３条１項６号ロの規定による確認（既存宅地確認）を受けた土地
② ①の規定による土地と同一の敷地における許可申請

 ③ ①の規定により建築された建築物と同一の用途の建築物である許可申請

４ 申請に係る経過措置 

 提案基準第７号の施行日（平成３０年１０月１日）より前に法４３条の許可申請を受け付けたもの又は川

崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例第１０条の規定による事前届出書が提出されているものに

ついては、改正前の基準を適用します。

※「市街化調整区域窓口相談書」のみ提出された案件は経過措置の対象とはなりません。

５ スケジュール 

日 程 概 要 

平成３０年 ４月１日 提案基準第７号の改定 

平成３０年 ４月１日～ 周知期間（６ヶ月） 

平成３０年 １０月１日 提案基準第７号の施行 

線引き前宅地 許可 審査会にて審議 建築許可の申請 



2018/04/01 川崎市宅地審査課 

改正後 改正前 

川崎市開発審査会提案基準第７号 

（平成１３年 ４月 １日制定）

－略－

（平成２２年 ６月 １日改正）

（平成３０年 ４月 １日改正）

区域区分に関する都市計画決定の日以前から宅地性があ

ると判断される土地における開発行為及び建築行為に係

る特例措置 

― 略 ― 

（開発審査会への付議の特例） 

８ この基準に適合した建築許可申請のうち、次の各号

の規定のいずれにも適合すると認められる場合は、令

第３６条第１項第３号ホの規定による川崎市開発審査

会の議を経たものとみなす。

（１） この基準により法第４３条第１項の規定による

許可を受けた土地又は平成１２年法律第７３号に

よる改正前の法第４３条第１項第６号ロの規定に

よる確認を受けた土地であるもの。

（２） 前号の規定による土地と同一の敷地であると認

められるもの。

（３） 第１号の規定により建築された建築物と同一の

用途の建築物であるもの。

（開発審査会への報告） 

９ 第８項の基準により、開発審査会の議を経たものと

して法第４３条の規定に基づき許可したときは、許可後

の初めて開催される開発審査会に、計画建築物に係る許

可の報告をしなければならない。

（他の法令による許認可等） 

１０ この基準による開発許可又は建築許可にあたり、

農地法（昭和２７年法律第２２９号）その他法令によ

る許認可等が必要である場合は、当該許認可等を得ら

れるものであること。

附 則

 （施行期日） 

１ この基準は、平成３０年１０月 １日から施行する。

川崎市開発審査会提案基準第７号 

（平成１３年 ４月 １日制定）

－略－

（平成２２年 ６月 １日改正）

区域区分に関する都市計画決定の日以前から宅地性があ

ると判断される土地における開発行為及び建築行為に係

る特例措置 

― 略 ― 

（開発審査会への付議の特例） 

８ この基準に適合した建築許可申請は、令第３６条第

１項第３号ホの規定による川崎市開発審査会の議を経

たものとみなす。

（他の法令による許認可等） 

９ この基準による開発許可又は建築許可にあたり、農

地法（昭和２７年法律第２２９号）その他法令による

許認可等が必要である場合は、当該許認可等を得られ

るものであること。


